
２．我が国の科学技術・学術政策の推進体制について
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平成１３年以前の科学技術政策推進体制

内 閣 府

総合科学技術会議
○総理の諮問に応じて次に掲げる事項について調査審議
－科学技術の総合的かつ計画的な振興を図るための基本的な政策

－科学技術に関する予算、人材その他の科学技術の振興に必要な
資源の配分の方針

○国家的に重要なプロジェクト等に関する評価 等

科学技術政策担当大臣

内 閣 総 理 大 臣

文部科学省

現在の科学技術政策推進体制

総 理 府

科学技術会議
○科学技術一般に関する基本的かつ総合的な政策

の樹立や長期的かつ総合的な研究目標の設定
○特に重要な研究の推進方策の基本の策定

内 閣 総 理 大 臣

科学技術庁
○基礎研究及び各省共通的な研究開発
○科学技術に関する基本的な施策の企画、立案、推進
○科学技術に関する制度一般の企画、立案
○関係行政機関の科学技術に関する事務の総合調整
○科学技術に関する経費の見積り方針の調整

科学技術庁長官

○科学技術の総合的かつ計画的な振興を図るための基本的な政策に
関する事項

○科学技術に関する予算、人材その他の科学技術の振興に必要な資源
の配分の方針に関する事項

文部科学大臣

問題点

○国全体を見渡した総合的、戦略的な政策立案機能
が不十分。

○司令塔機能と研究開発の実施機能が混在し、本来
担うべき政府全体の司令塔機能が不十分。

個別の予算等の調整や研究開発の実施（分担管理事務）

各省より一段高
い立場から、総
合調整を実施

司
令
塔
機
能
と
研
究
開
発
の
実
施
の
分
離

行政各部の統一を図るために必要となる次に掲げる事項の企画及び立
案並びに総合調整に関する事務

○科学技術･学術に関する具体的な計画の策定、推進

例 「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」、「南極地域観測計画」及び
「地球観測の実施計画」等

○科学技術･学術に関する関係行政機関の具体的な事務の調整
例 研究者・技術者養成、税制及び財政投融資計画、産学官連携、物質・材料科学技術、

ライフサイエンス、南極観測等に関する個別の予算、プロジェクトの調整

○科学技術に関する関係行政機関の経費の見積りの方針の調整に関すること

○科学技術に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関すること

例 科学技術白書、科学技術政策研究所

＜府省横断的事務＞

科学技術の総合的な振興
○基礎研究及び各省共通的な研究開発

○分野別（宇宙、原子力等）の研究開発

司令塔・総合調整機能（内閣補助事務）

科学技術行政体制の変遷
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科学技術

及び学術の
調和、総合
性の確保

行
政
目
的
に
直
接
関
係
す
る
研
究
開
発

内 閣 府

総合科学技術会議
○科学技術政策の企画及び立案並びに総合調整

予算・人材等の資源配分の方針
国家的に重要なプロジェクト等に関する評価 等

原子力委員会及び宇宙政策委員会

○政策の企画・立案、調整

基本方針の提示・総合調整

科学技術政策担当大臣

内 閣 総 理 大 臣

※総理を助け、総合戦略を実施

文 部 科 学 省

○科学技術･学術に関する具体的な計画の
策定、推進

基礎研究及び重要分野の研究開発の推進、評価

科学技術システムの改革に向けた取り組み

科学技術･学術審議会

○重要事項に関する

調査審議 等調
整

研究開発法人等
（理化学研究所、宇宙航空研究開発機構、

科学技術振興機構、日本学術振興会 等）

○国家基幹技術の推進
○世界最高水準の研究開発の推進
○創造的な人材育成 等

大学・大学共同利用機関
法人等

○研究者の自由な発想に基づく
学術研究の実施

○将来の優秀な人材育成のた
めの大学・大学院教育

文部科学大臣

※この他に、宇宙開発戦略本部、総合海洋政策本部、
IT戦略本部、知的財産戦略本部が内閣に、医療イノ
ベーション推進室が内閣官房に置かれている。

・・・

研 究
開 発
法 人

関 係
省 庁

大臣

我が国の科学技術行政体制

研 究
開 発
法 人

関 係
省 庁

大臣
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内閣総理大臣及び内閣を補佐する「知恵の場」。我が国全体の科学技術を俯瞰し、各省より一段高い立場から、
総合的・基本的な科学技術政策の企画立案及び総合調整を行う。平成13年1月、内閣府設置法に基づき、「重要政策
に関する会議」の一つとして内閣府に設置。

１．機能

２．役割

①内閣総理大臣等の諮問に応じ、次の事項について調査審議。
ア．科学技術の総合的かつ計画的な振興を図るための基本的な政策

イ．科学技術に関する予算、人材等の資源の配分の方針、その他の科学技術の振興に関する重要事項
②科学技術に関する大規模な研究開発その他の国家的に重要な研究開発を評価。
③①のア．及びイ．に関し、必要な場合には、諮問を待たず内閣総理大臣等に対し意見具申。

有識者議員（議員は、両議院の同意を経て内閣総理大臣によって任命される。任期は２年。）

内閣総理大臣を議長とし、議員は、①内閣官房長官、②科学技術政策担当大臣、③総理が指定する関係閣僚（総務
大臣、財務大臣、文部科学大臣、経済産業大臣）、④総理が指定する関係行政機関の長（日本学術会議会長）、⑤有
識者（７名）の14名で構成。

３．構成

青木玲子（非常勤） 一橋大学経済研究所教授

中鉢良治（非常勤） ソニー(株)取締役代表執行役副会長

平野俊夫（非常勤） 大阪大学総長

大西 隆（非常勤） 日本学術会議会長

総合科学技術会議の概要

※平成25年1月5日に任期が満了した有識者４議員の後任人事が決定されておらず、総合科学技術会議は法令上の要件を満たしていない状況。

関係行政機関の長

１９
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科学技術の振興を我が国の最重要課題の一つとして位置付け、科学技術の振興を強力に推進し、「科学技
術創造立国」を実現するため、議員立法により全会一致で可決成立。平成７年11月公布、施行。

１．科学技術基本法

科学技術基本法及び科学技術基本計画について

２．科学技術基本計画

概要

○科学技術振興のための方針

・科学者等の創造性の発揮

・基礎研究、応用研究及び開発研究の調和ある発展に配慮

・科学技術と人間、社会及び自然との調和 等

○科学技術基本計画

・政府において、総合科学技術会議の議論を経て作成

○年次報告

・政府は、毎年、国会に「科学技術の振興に関して講じた

施策に関する報告書」（年次報告）を提出

○国が構ずべき施策

・広範な分野における多様な研究開発の均衡の取れた推進

・研究者の確保、養成及び資質の向上

・研究施設等の整備

・研究開発にかかる情報化の促進

・研究開発の成果の公開、情報の提供等

・国際的な交流の推進

・科学技術に関する学習の振興、啓発及び知識の普及 等

「科学技術基本計画」は、科学技術基本法に基づき、10年程度を見通した５年間の科学技術政策を具体化
するものとして策定。第３期基本計画（平成18年度～平成22年度。平成18年３月28日に閣議決定）に引き続
き、平成23年度からの５ヶ年を対象とした第４期基本計画の策定に向け、平成22年12月24日、総合科学技術
会議において『諮問第11号「科学技術に関する基本政策について」に対する答申』を決定。第４期基本計画
は平成23年３月中に策定することを予定していたが、３月11日に発生した東日本大震災を受けて、再検討を
行い、平成23年８月19日に閣議決定した。
（参考）

第１期基本計画（平成８年度～平成12年度。平成８年７月２日閣議決定）

第２期基本計画（平成13年度～平成17年度。平成13年３月30日閣議決定）

第３期基本計画（平成18年度～平成23年度。平成18年３月28日閣議決定）

２０
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第１期基本計画

（１９９６～２０００年度）

第２期基本計画
（２００１～２００５年度）

第３期基本計画
（２００６～２０１０年度）

第４期

科学技術基本計画
（２０１１～２０１５年度）

科
学
技
術
基
本
法

（
１
９
９
５
年
制
定
）

●政府研究開発投資の拡充

期間内の科学技術関係経費

総額の規模は１ ７兆円
（実績：１ ７.６兆円）

●新たな研究開発システム
の構築

・競争的研究資金の拡充

・ポストドクター１万人計画
・産学官の人的交流の促進
・評価の実施

等

●政府研究開発投資の拡充

期間内の科学技術関係経費

総額の規模は１ ７兆円
（実績：１ ７.６兆円）

●新たな研究開発システム
の構築

・競争的研究資金の拡充

・ポストドクター１万人計画
・産学官の人的交流の促進
・評価の実施

等

●基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生

●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進

－重点分野の設定

・科学技術システム改革
－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

・２期総額規模は２４兆円
（実績：２１.１兆円）

・３期総額規模は２５兆円
（実績：21.7兆円）

●基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生

●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進

－重点分野の設定

・科学技術システム改革
－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

・２期総額規模は２４兆円
（実績：２１.１兆円）

・３期総額規模は２５兆円
（実績：21.7兆円）

●基本方針
・科学技術イノベーションの一体的展開
・人材とそれを支える組織の役割の重視
・社会とともに創り進める政策の実現

●基本方針
・科学技術イノベーションの一体的展開
・人材とそれを支える組織の役割の重視
・社会とともに創り進める政策の実現

・持続的な成長と社会の発展の実現
震災からの復興、再生の実現
グリーン、ライフイノベーション等

・基礎研究と人材育成の強化
・PDCAサイクルの確立やアク
ションプラン等の改革の徹底

総額規模は２５兆円

科学技術基本計画の変遷

内閣府作成資料を基に文部科学省作成 ２１
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第４期科学技術基本計画の概要
Ⅰ．基本認識 ～第４期科学技術基本計画の理念～Ⅰ．基本認識 ～第４期科学技術基本計画の理念～

１．目指すべき国の姿 ２．今後の科学技術政策の基本方針
①震災から復興、再生を遂げ、将来にわたる持続的な成長と社会の ①「科学技術イノベーション政策」の一体的展開
発展を実現する国 ②「人材とそれを支える組織の役割」の一層の重視
②安全、かつ豊かで質の高い国民生活を実現する国 ③「社会とともに創り進める政策」の実現
③大規模自然災害など地球規模の問題解決に先導的に取り組む国
④国家存立の基盤となる科学技術を保持する国
⑤「知」の資産を創出し続け、科学技術を文化として育む国

Ⅱ．将来にわたる持続的な成長と社会の発展の実現Ⅱ．将来にわたる持続的な成長と社会の発展の実現

１．基本方針

国として取り組むべき重要課題を設定し、その達成に向けた施策を重点
的に推進
２．重要課題達成のための施策の推進
・安全かつ豊かで質の高い国民生活の実現 ・我が国の産業競争力の強化
・地球規模の問題解決への貢献 ・国家存立の基盤の保持
・科学技術の共通基盤の充実、強化

３．重要課題の達成に向けたシステム改革
４．世界と一体化した国際活動の戦略的展開

１．基本方針
震災からの復興、再生を遂げ、将来にわたる持続的な成長と

社会の発展に向けた科学技術イノベーション政策を戦略的に推進
２．震災からの復興、再生の実現
３．グリーンイノベーションの推進
４．ライフイノベーションの推進
５．科学技術イノベーションの推進に向けたシステム改革

Ⅲ．我が国が直面する重要課題への対応Ⅲ．我が国が直面する重要課題への対応

Ⅳ．基礎研究及び人材育成の強化Ⅳ．基礎研究及び人材育成の強化

１．基本方針
重要課題対応とともに「車の両輪」として、基礎研究及び人材
育成を推進するための取組を強化
２．基礎研究の抜本的強化
・独創的で多様な基礎研究の強化 ・世界トップレベルの基礎研究の強化

３．科学技術を担う人材の育成
・大学院教育の抜本的強化 ・研究者のキャリアパスの整備等
・博士課程における進学支援及びキャリアパスの多様化

４．国際水準の研究環境及び基盤の形成

Ⅴ．社会とともに創り進める政策の展開Ⅴ．社会とともに創り進める政策の展開

１．基本方針
「社会及び公共のための政策」の実現に向け、国民の理解と信頼と

支持を得るための取組を展開
２．社会と科学技術イノベーションとの関係深化
・政策の企画立案及び推進への国民参画の促進等

３．実効性のある科学技術イノベーション政策の推進
４．研究開発投資の拡充
官民合わせた研究開発投資の対ＧＤＰ比４％以上、政府研究開発

投資の対ＧＤＰ比１％及び総額約２５兆円

２２



総合科学技術会議の司令塔機能の強化について

内閣府特命担当大臣（科学技術政策）は関係大臣と協力して、課題解決志向を重

視した研究開発を推進する科学技術・イノベーション立国を実現するため、総合科学

技術会議の司令塔機能の抜本的強化を図ること。これにより、世界で最もイノベー

ションに適した環境を整え、世界から最高水準の人材が集積するような社会を実現

すること

日本経済再生本部における総理指示（平成25年1月25日）

（イノベーション／IT政策の立て直し）

日本経済再生本部における総理発言（平成25年1月8日）

山本科学技術政策担当大臣におかれては、今後、この本部と総合科学技術会議

と、この２つが密接に連携することにより、省庁横断的なイノベーション政策の推進

体制を作って頂きたいと思います。
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科学技術・学術政策局の構成科学技術・学術政策局の構成

科学技術・
学術政策局

政策課

基盤政策課

産業連携・地域支援課

放射線対策課

計画官

国際交流官 科学技術・学術の国際交流

局の総合調整、科学技術・学術基本政策、科学技術・学術審
議会、科学技術政策研究所、科学技術白書、研究開発評価

放射性同位元素の使用等に係る規制、環境放射能水
準調査

研究成果の普及・活用、技術移転の促進、地
域科学技術の振興

研究開発計画策定、内外動向の調査・分析

研究者・技術者の養成及び資質の向上、技術士制度、科
学技術理解増進、（独）科学技術振興機構の組織運営

２４



科学技術・学術政策局の再編科学技術・学術政策局の再編

科学技術・学
術政策局

政策国際課

企画評価課

産業地域連携課

人材知識政策課

先端技術基盤課

局の総合調整及び科学技術国際戦略の企画・立案・推進

産学連携、地域連携の強化

科学技術人材育成の推進及び科学技術に関する国
民とのコミュニケーションの推進

研究開発基盤の整備及び研究交流の促進

科学技術イノベーションを戦略的に創出する政策的、制度的な基盤を形成するため、科学技
術政策局を再編する（課の名称はすべて仮称）。

２５

研究開発に関する計画の作成・推進及び評価の企画・立案・
推進並びに科学技術に関する内外動向の調査・分析等



研究振興局の構成研究振興局の構成

研究振興局 振興企画課

基礎研究振興課

情報課

学術機関課

学術研究助成課

基盤研究課

ライフサイエンス課 ライフサイエンス、生命倫理・安全対策

研究施設の整備・共用の促進、ナノテクノロジー・材料
研究、量子・放射線研究、加速器科学、（独）物質・材
料研究機構、（独）放射線医学総合研究所の組織運営

局の総合調整、学術振興、発明奨励、公募型研究資
金制度調整、日本学士院、（独）日本学術振興会の
組織運営

学術研究機関の研究体制の整備、大学共同利用機
関法人の組織運営、附置研究所

情報科学技術（計算科学技術を含む）の研究開発、情報処理の
高度化及び情報流通の促進、大学図書館の振興等

科学研究費補助金、学会援助

基礎研究の振興、研究交流の促進、（独）理化
学研究所の組織運営
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研究開発局の構成研究開発局の構成

研究開発局 開発企画課

地震・防災研究課

海洋地球課

環境エネルギー課

宇宙開発利用課

原子力課 原子力研究開発、高速増殖炉の研究開発、（独）日本
原子力研究開発機構の組織運営、放射性廃棄物の処
分等

局の総合調整、エネルギー対策特別会計、原子力の平
和利用確保政策

環境・エネルギー科学技術の研究開発、核融合に
関する政策の立案、核融合分野の国際協力

海洋・地球科学技術の研究開発、南極観測統合推進本
部、国立極地研究所、（独）海洋研究開発機構の組織
運営

宇宙・航空科学技術の研究開発、宇宙環境利用の
推進、（独）宇宙航空開発機構の組織運営、宇宙・
航空科学技術政策、宇宙科学の研究開発

地震・火山調査研究、防災科学技術の研究開発、
地震調査研究推進本部、（独）防災科学技術研究
所の組織運営

参事官 原子力損害賠償
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大学について

区分 計 国立 公立 私立 私立の割合

平成14
校

686
校
99

校
75

校
512

％
74.6

19 756 87 89 580 76.7

20 765 86 90 589 77.0

21 773 86 92 595 77.0

22 778 86 95 597 76.7
23 780 86 95 599 76.8

24 783 86 92 605 77.3

大学の設置者別学校数

学生数（大学）

区 分 計 国 立 公 立 私 立
うち学部 うち大学院 うち社会人

うち女子 社会人
／a

女 子 の
占める
比率

平成14
人

2,786,032
人

2,499,147
人

223,512
人

33,171
人

1,059,944
％

14.8
％

38.0
人

621,487
人

116,705
人

2,047,840
19 2,828,708 2,514,228 262,113 51,142 1,126,751 19.5 39.8 627,402 129,592 2,071,714

20 2,836,127 2,520,593 262,686 53,667 1,140,755 20.4 40.2 623,811 131,970 2,080,346
21 2,845,908 2,527,319 263,989 54,642 1,158,390 20.7 40.7 621,800 136,913 2,087,195

22 2,887,414 2,559,191 271,454 55,345 1,185,580 20.4 41.1 625,048 142,523 2,119,843

23 2,893,489 2,569,349 272,566 54,994 1,200,182 20.2 41.5 623,304 144,182 2,126,003

24 2,876,134 2,560,909 263,289 54,195 1,206,134 20.6 41.9 618,134 145,578 2,112,422

学校基本調査より作成
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研究者コミュニティ

総合研究大学院大学

○
●個々の大学に属さない「大学の共同利用の研究所」（国立大学法人法により設置された大学と等質の学術研究機関）。
●個々の大学では整備できない大規模な施設・設備や大量のデータ・貴重な資料等を、全国の大学の研究者に提供する我が国独自のシステム。
●各分野の研究者コミュニティの強い要望により、国立大学の研究所の改組等により設置された経緯。
●平成１６年の法人化で、異なる研究者コミュニティに支えられた複数の機関が機構を構成したことにより、新たな学問領域の創成を企図。

基本的位置付け

○
●関連分野の外部研究者が半数以上である運営会議が、人事も含めた運営全般に
●関与
●常に「研究者コミュニティ全体にとって最適な研究所」であることを求められる存在
○（自発的改革がビルトインされた組織）
●共同研究を行うに相応しい、流動的な教員組織
○（大規模な客員教員・研究員枠、准教授までは任期制、内部昇格禁止等）

組織的特性 大学共同利用機関法人（機構）

運営会議（※） 運営会議 運営会議

大学共同利用機関Ａ 大学共同利用機関Ｂ 大学共同利用機関Ｃ

教育研究評議会（※）役員会 経営協議会

設 置
※教育研究評議会に
○ついては外部の関
○連研究者の参画を
○法律上規定。

※運営会議について
○は外部委員が1／2

○以上参画。

参 画 参 画 参 画

参考：４機構の関連学会数
人間文化（481）、自然科学（88）、高エネルギー加速器（55）、情報・システム（337）

①研究課題の設定、②共同研究の実施方法、③施設･設備や学術資料の
整備･収集方針、④研究者人事等について、コミュニティの意見を反映

研究者コミュニティ

施設・設備、学術資料等の例

●電子・陽電子衝突型加
速器

（Ｂファクトリー）
【高エネルギー加速器

研究機構】

●大型光学赤外線望遠鏡
「すばる」

【自然科学研究機構国
立天文台】

●日本ＤＮＡデータバン
ク（ＤＤＢＪ）

【情報・システム研究
機構国立遺伝学研究

所】

●日本文学原典資料ﾏｲｸﾛﾈｶﾞﾌｨﾙﾑ
調査・収集件数 国内:560,653点

海外: 17,561点
【人間文化研究機構国文学研究資料館】

●大型ヘリカル装置
（ＬＨＤ）

【自然科学研究機構核
融合科学研究所】

●極端紫外光実験施設
（ＵＶＳＯＲ）

【自然科学研究機構分
子科学研究所】

国公私立大学

・貴重な研究資源を無償提供
・大学に対する技術移転

海外研究機関

国際学術協定

シンポジウム等

大学共同利用機関

参画

研究資源を用いた
公募型共同研究

大学院生への
研究指導

研究課題の応募

○
①大規模な施設・設備や大量の学術情報・データ等の貴重な研究資源を全国の大
○学の研究者に無償で提供。
②研究課題を公募し、全国の研究者の英知を結集した共同研究を実施。
③全国の大学に対する技術移転（装置開発支援、実験技術研修の開催）。
④狭い専門分野に陥りがちな研究者に交流の場を提供（シンポジウム等）。
⑤当該分野のＣＯＥとして、国際学術協定等により世界への窓口として機能。
⑥優れた研究環境を提供し、大学院教育に貢献。○

○（大学院生の研究指導を受託、総合研究大学院大学の専攻を設置。）

具体的取組内容

研究科・専攻の
設置

※数字はいずれも平成21年度実績

大学共同利用機関について

２９



大阪府吹田市世界の諸民族に関する資料の収集、保管及び公衆への供覧並びに民族学に関する調査研究国立民族学博物館

京都府京都市地球環境学に関する総合研究総合地球環境学研究所

京都府京都市日本文化に関する国際的及び学際的な総合研究並びに世界の日本研究者に対する研究協力国際日本文化研究センター

東京都立川市国語及び国民の言語生活並びに外国人に対する日本語教育に関する科学的な調査研究並びにこれに基づく資料の作成及び公表国立国語研究所

東京都立川市国文学に関する文献その他の資料の調査研究、収集、整理及び保存国文学研究資料館

千葉県佐倉市我が国の歴史資料、考古資料及び民俗資料の収集、保管及び公衆への供覧並びに歴史学、考古学及び民俗学に関する調査研究国立歴史民俗博物館

所 在 地研究目的機関名

分子の構造、機能等に関する実験的研究及びこれに関連する理論的研究分子科学研究所

生理学に関する総合研究生理学研究所

愛知県岡崎市基礎生物学に関する総合研究基礎生物学研究所

岐阜県土岐市核融合科学に関する総合研究核融合科学研究所

東京都三鷹市天文学及びこれに関連する分野の研究、天象観測並びに暦書編製、中央標準時の決定及び現示並びに時計の検定に関する事務国立天文台

所在地研究目的機関名

高エネルギー加速器による物質の構造及び機能に関する実験的研究並びにこれに関連する理論的研究物質構造科学研究所

茨城県つくば市高エネルギー加速器による素粒子及び原子核に関する実験的研究並びにこれに関連する理論的研究素粒子原子核研究所

所在地研究目的機関名

静岡県三島市遺伝学に関する総合研究国立遺伝学研究所

東京都立川市統計に関する数理及びその応用の研究統計数理研究所

東京都千代田区情報学に関する総合研究並びに学術情報の流通のための先端的な基盤の開発及び整備国立情報学研究所

東京都立川市極地に関する科学の総合研究及び極地観測国立極地研究所

所在地研究目的機関名

①人間文化研究機構 （機構長：金田 章裕）

②自然科学研究機構 （機構長：佐藤 勝彦）

③高エネルギー加速器研究機構 （機構長：鈴木 厚人）

④情報・システム研究機構 （機構長：北川源四郎）

大学共同利用機関の構成
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研究開発法人制度について

研究開発法人は、長期的視野に立った研究開発、公共性が高い研究開発、現時点ではリスクが高い研究
開発など、民間や大学では困難な研究開発を実施する機関である。現在、研究開発法人は独立行政法人
として設立されているが、研究開発の特殊性等を十分に踏まえた法人制度に改善を図る必要がある。

研究開発法人の役割

研究開発法人一覧

沖縄科学技術研究基盤整備機構
情報通信研究機構
酒類総合研究所
国立科学博物館
物質・材料研究機構
防災科学技術研究所
放射線医学総合研究所
科学技術振興機構
日本学術振興会
理化学研究所
宇宙航空研究開発機構
海洋研究開発機構
日本原子力研究開発機構

国立健康・栄養研究所
労働安全衛生総合研究所
医薬基盤研究所
国立がん研究センター
国立循環器病研究センター
国立精神・神経医療研究センター
国立国際医療研究センター
国立成育医療研究センター
国立長寿医療研究センター
農業・食品産業技術総合研究機構
農業生物資源研究所
農業環境技術研究所
国際農林水産業研究センター

森林総合研究所
水産総合研究センター
産業技術総合研究所
新エネルギー・産業技術総合開発機構
石油天然ガス・金属鉱物資源機構
土木研究所
建築研究所
交通安全環境研究所
海上技術安全研究所
港湾空港技術研究所
電子航法研究所
国立環境研究所
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文部科学省所管の研究開発独立行政法人の概要

独立行政法人科学技術振興機構（JST）

理事長 中村道治

役員数 ７名（理事長１名、理事４名、監事２名）
常勤職員数 １，４９４名（平成２３年４月現在）

１．組織概要

２．事業概要

設立 平成１５年１０月１日

平成２４年度予算額 115,772百万円（ 117,613百万円）
（内訳）運営費交付金 105,029百万円（ 104,818百万円）

施設整備費補助金 112百万円（ 142百万円） 等

○科学技術イノベーション創出のための研究開発戦略立案
・研究開発戦略の提案 等

○科学技術イノベーション創出の推進
・戦略的な基礎研究の推進から産学が連携した研究開発成果の展開まで
一気通貫で実施
・国際科学技術協力 ・知財活用支援 等

○科学技術イノベーション創出のためのソフトインフラの形成
・知識インフラ（科学技術情報の連携・流通促進 など）
・人材インフラ（次世代人材育成（スーパーサイエンスハイスクール、科学
の甲子園など））
・科学コミュニケーションインフラ（日本科学未来館、サイエンスアゴラなど）

～ 知の創出から研究成果の社会還元とその基盤整備を担うわが国の中核的機関 ～

○独立行政法人科学技術振興機構（JST） ○独立行政法人物質・材料研究機構（NIMS）
○独立行政法人放射線医学総合研究所（NIRS） ○独立行政法人日本学術振興会（JSPS）
○独立行政法人理化学研究所 ○独立行政法人宇宙航空研究開発機構(JAXA)
○独立行政法人海洋研究開発機構(JAMSTEC)    ○独立行政法人防災科学技術研究所(NIED)
○独立行政法人日本原子力研究開発機構(JAEA)

文部科学省所管 研究開発独立行政法人
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～ 日本で唯一、かつ世界をリードする放射線医学の総合的な研究機関 ～

独立行政法人放射線医学総合研究所（NIRS）

理事長 米倉 義晴

役員数 ５名（理事長１名、理事２名、監事２名）
常勤職員数 ４７８名（平成２３年４月現在）

１．組織概要

２．事業概要

○放射線の医学的利用に関する研究開発
・重粒子線がん治療に関する研究開発
・分子イメージング技術をがんや精神疾患の診断に応用するための研究

○放射線の人体への影響、障害の予防に関する研究開発
・放射線防護研究、医療被ばく評価研究、緊急被ばく医療研究

○ 放射線に係る基盤技術開発と研究環境の整備
・放射線発生装置（γ線・Ｘ線照射装置、マイクロビーム細胞照射装置）
・実験動物施設、
・放射線検出器開発RI物質取り扱い ・教育訓練

平成２４年度予算額 13,261百万円（ 11,596百万円）
（内訳）運営費交付金 12,095百万円（ 11,124百万円）

施設整備費補助金 1,166百万円（ 472百万円）

設立 平成１３年４月１日

独立行政法人物質・材料研究機構（NIMS）

理事長 潮田資勝

役員数 ６名（理事長１名、理事３名、監事２名）
常勤職員数 ８４６名（平成２３年４月現在）

１．組織概要

２．事業概要

～ 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を幅広く実施 ～

設立 平成１３年４月１日
（金属材料技術研究所、無機材質研究所を統合）

平成２４年度予算額 13,542百万円（ 13,834百万円）
（内訳）運営費交付金 13,482百万円（ 13,624百万円）

施設整備費補助金 60百万円（ 210百万円）

○ 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発
・新物質・新材料の創製に向けたﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰを目指す横断的先端研究開発の推進
・社会的ニーズに応える材料の高度化のための研究開発の推進

○研究成果の情報発信及び活用促進
・広報・ｱｳﾄﾘｰﾁ活動及び情報発信 ・知的財産の活用促進

○中核的機関としての活動
・施設及び設備の共用
・研究者・技術者の養成と資質の向上 ・知的基盤の充実・整備
・物質・材料研究に係る国際的ﾈｯﾄﾜｰｸと国際的な研究拠点の構築 等
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～ 分野を越えた知の融合により新たな科学技術の創造と社会的価値を創出するための、我が国唯一の自然科学全般の総合研究機関 ～

独立行政法人理化学研究所

１．組織概要

２．事業概要

理事長 野依 良治
役員数 ８名（理事長１名、理事５名、監事２名）
常勤職員数 ３, ３２０名（平成２３年４月現在）

設立 平成１５年１０月１日

平成２４年度予算額 84,672百万円（ 88,195百万円）
（内訳）運営費交付金 58,076百万円（ 58,378百万円）

施設整備費補助金 90百万円（ 956百万円）
その他国庫補助金 26,506百万円（ 28,861百万円）

○ 新たな研究領域の開拓や先端的融合研究の推進
・基幹研究事業

○ 国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進
・脳科学研究、発生・再生科学、免疫・アレルギー科学、植物科学 等

○ 世界最高水準の研究基盤の整備・共用・利用研究の推進
・SPring-８、X線自由電子ﾚｰｻﾞｰ(SACLA)、ﾊﾞｲｵﾘｿｰｽ、次世代ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀ(京) 等

○ 研究環境の整備、研究成果の還元及び優秀な研究者の育成・輩出等
・成果普及・特許化、研究領域の戦略的な開拓、組織横断的な事業 等

～ 「学術研究」（大学等の研究者の自由な発想に基づく人文・社会科学から自然科学までのあらゆる分野の研究）

を総合的に支援する我が国唯一の資金配分機関 ～

独立行政法人日本学術振興会（JSPS）

１．組織概要

２．事業概要

理事長 安西 祐一郎
役員数 ５名（理事長１名、理事２名、監事２名）
常勤職員数 １３０名（平成２３年４月現在）

設立 平成１５年１０月１日

○ 学術研究の助成
・あらゆる分野の優れた独創的・先駆的な研究を発展させる「科研費」の審査・評価

○ 研究者養成
・我が国の発展を担う優れた若手研究者を養成するための研究奨励金の支給

○ 学術に関する国際交流の促進
・諸外国の学術振興機関との共同研究や外国人研究者招へい事業等を通じた
研究者交流を推進

○ 学術の応用に関する研究の実施
・我が国唯一の人文・社会科学研究振興プロジェクトの実施

○ 学術の社会的連携・協力の推進
・学界と産業界との協力・連携、情報交換の場の提供

○ 国の助成事業に関する審査・評価
・大学改革支援などの助成事業の審査・評価の実施

○ 学術の振興に関する調査及び研究
・最新の学術動向を調査・研究し、事業や審査を改善

平成２４年度予算額 259,775百万円（ 274,865百万円）
（主な内訳）運営費交付金 29,229百万円（ 29,230百万円）

科学研究費補助金 113,286百万円（ 141,057百万円）
学術研究助成基金 105,160百万円（ 85,328百万円）
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独立行政法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）

理事長 立川敬二
職員数 1,547名（ほか理事長1名、副理事長1名、理事7名、

監事2名）（平成２３年４月現在）

１．組織概要 ２．事業概要
設立 平成15年10月1日

平成24年度予算額 174,510百万円
（うち、国庫支出金 172,010百万円）

平成23年度予算額 175,100百万円
（うち、国庫支出金 172,600百万円）

１．大学との共同その他の方法による宇宙科学に関する学術研究
２．宇宙科学技術及び航空科学技術に関する基礎研究並びに宇宙

及び航空に関する基盤的研究開発
３．人工衛星及び人工衛星打上げ用ロケット（人工衛星等）の開発等
４．人工衛星等の打上げ、追跡及び運用等
５．成果の普及・活用推進
６．施設設備の供用
７．研究者及び技術者の養成、資質の向上
８．大学における教育への協力

独立行政法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）

理事長 加藤康宏
職員数 998名（ほか常勤役員5名、非常勤役員1名）

（平成２３年４月現在）

１．組織概要

２．事業概要

設立 平成16年4月1日

平成24年度予算額 47,248百万円
（うち、国庫支出金 42,802百万円）

平成23年度予算額 42,058百万円
（うち、国庫支出金 37,796百万円）

１．海洋科学技術に関する基盤的研究開発
①重点研究領域（地球環境変動研究、地球内部ダイナミクス研究、

海洋・極限環境生物圏研究）
②海洋に関する基盤技術開発
③深海地球ドリリング計画 等

２．成果の普及及び活用の促進
３．大学及び大学共同利用機関における海洋に関する学術研究に

対する船舶の運航その他の協力
※東京大学海洋研究所より移管された業務

４．施設及び設備の供用
５．海洋科学技術に関する研究者及び技術者の養成・資質の向上
６．海洋科学技術に関する内外の情報及び資料の収集・提供等
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独立行政法人防災科学技術研究所（NIED）

理事長 岡田義光
職員数 185名（ほか常勤役員3名、非常勤役員1名）

（平成２３年４月現在）

１．組織概要

２．事業概要

設立 平成13年4月1日

平成24年度予算額 12,956百万円
（うち 国庫支出金 11,455百万円）

平成23年度予算額 9,083百万円
（うち、国庫支出金 7,586百万円）

１．災害を観測・予測する技術の研究開発
地震調査研究推進本部や科学技術・学術審議会等の方針に基づいて全国的に整備してい

る基盤的地震・火山観測網等を整備・運用しつつ、観測データを利用した地震や火山、極端気
象（気象災害、土砂災害、雪氷災害）などの自然災害による被害の軽減に有効な情報を提供
するため、自然災害を高精度に観測・予測する技術の開発

２．被災時の被害を軽減する技術の研究開発
国内唯一の実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）を整備・運用しつつ、地震によ

る災害の軽減に資するため、建物・構築物等の破壊過程を解明・検証する研究開発

３．災害に強い社会づくりへの貢献
１．及び２．と連携をとりつつ、社会還元加速プロジェクトに基づく災害リスク情報プラット

フォームの開発等により、個人や地域、国が、それぞれ、自ら「防災」を計画・実行することがで
きるよう、地震災害をはじめ各種災害に関する質の高いハザード・リスク情報を提供するため
の研究

この他、防災に関する科学技術水準の向上とイノベーション創出に向けた基礎的研究成果
の活用、防災に関する研究開発の国際的な展開、研究開発成果の社会への普及・広報活動
の促進、防災行政への貢献等を実施。

独立行政法人日本原子力研究開発機構（JAEA）

理事長 鈴木篤之
職員数 4,765 名（うち、任期制職員828人）

（平成23年12月現在）

１．組織概要

２．事業概要

設立 平成17年10月1日

平成24年度予算額 167,923 百万円
（うち、国庫支出金 160,719 百万円）

平成23年度予算額 181,551 百万円
（うち、国庫支出金 173,980 百万円）

１．原子力に関する基礎的研究
２．原子力に関する応用の研究
３．核燃料サイクルを技術的に確立するために必要な次の業務
イ）高速増殖炉の開発及びこれに必要な研究
ロ）イの業務に必要な核燃料物質の開発及びこれに必要な研究
ハ）核燃料物質の再処理に関する技術の開発及びこれに必要な研究
ニ）ハの業務に伴い発生する高レベル放射性廃棄物の処理及び処分に関する

技術の開発及びこれに必要な研究
４．成果の普及、及び活用の促進
５．放射性廃棄物の処分に関する次の業務
イ）機構の業務に伴い発生した放射性廃棄物及び機構以外の者から処分の委

託を受けた放射性廃棄物の埋設処分
ロ）埋設処分を行うための施設の建設・維持管理等
６．機構の施設及び設備の供用
７．原子力に関する研究者及び技術者の養成、資質向上
８．原子力に関する情報の収集、整理及び提供
９．関係行政機関等の依頼に基づく調査分析等 等 ３６



人材の活躍環境の整備など研究開発等の推進を支える基盤の強化（第２章）
理数教育の強化、人材の流動化の促進、国際交流の促進、若手等の能力の活用 等

研究開発の効率的推進（第３章・第４章）
研究資金の戦略的配分・効率的活用促進、研究者の人件費一律削減への対応 等

研究成果の実用化の促進等による民間の研究開発力の強化（第５章）
研究開発施設の共用の促進、物品・収益等の扱いの改善 等

研究開発システムの改革に関する内外の動向等の調査研究（第６章）
研究開発法人に対する主務大臣の要求（第７章）
研究開発法人 （別表）

３７法人 平成二一年七月改正

研究開発法人の在り方の検討を踏まえた法の見直し（附則・附帯決議）

主な内容

附則第６条：

政府は、この法律の施行後三年以内に、更なる研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進の観点からの研究開発
システムの在り方に関する総合科学技術会議における検討の結果を踏まえ、この法律の施行の状況、研究開発システムの改
革に関する内外の動向の変化等を勘案し、この法律の規定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ
いて必要な措置を講ずるものとする。

附帯決議：

研究開発システムの在り方に関する総合科学技術会議の検討においては、研究開発の特殊性、優れた人材の確保、国際競
争力の確保などの観点から最も適切な研究開発法人の在り方についても検討すること。

研究開発力強化法の概要 公布日：平成20年06月11日
施行日：平成20年10月21日

検討・措置
附則第6条及び両院附帯決議により、最も適切な研究開発法人の在り方について、施行後3年以内（平成23年10月

まで）に検討・措置することとされている。

米国競争力強化法の制定や中国科学技術進歩法の改正など、諸外国における研究開発システムの改革に
関わる法整備の動きを踏まえ、我が国の研究開発力の強化及び研究開発等の効率性の向上を図るため、
超党派（※）の議員立法により可決成立。
※ 自民党（小坂憲次議員、林芳正議員ほか）、公明党（斉藤鉄夫議員、福島豊元議員、富田茂之議員ほか）、民主党（松井孝治議員、

鈴木寛議員ほか）

（正式名称：研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律）
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○研究開発を担う法人の機能強化検討チーム中間報告（平成２１年１２月～平成２２年４月）
・内閣府副大臣、文科副大臣が共同主査。他関係副大臣・政務官も出席し検討。

・研究開発法人は、研究開発等の特性を踏まえた、グローバル基準のマネジメントが必要。定型的な業務を効果的、効率的に
行わせることを主眼とする独法制度は、研究開発等の成果を最大化するのになじまない点があり、「国立研究開発機関（仮
称）」制度の創設を図る。

○（総合科学技術会議）基本政策専門調査会研究開発システムWG報告（平成２１年１２月～平成２２年１２月）

新たな「国立研究開発機関（仮称）」制度を創設することが、同検討チームの中間報告において提言されており、同制度の創
設の着実な推進が求められる。

研究開発力強化法を踏まえて取られた主な対応

○独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成２４年１月閣議決定→平成２５年１月凍結）
独法の一類型として、「研究開発型」を規定し、研究開発の特性を踏まえたガバナンスを規定するとともに、法人統合を決定。
※法人統合について

○独立行政法人通則法改正案（平成２４年５月閣議決定→平成２４年１２月廃案）

独法の一類型として「国立研究開発行政法人」を規定。研究開発の特例を一定程度盛り込む。
※国立研究開発行政法人の特例について ・総合科学技術会議の評価への関与

・中期目標期間の延長（５年→７年） 等

３７法人（研究開発力強化法上の研究開発法人）

１０法人＋原子力関係２法人

６法人 別途検討（厚労省国立センター系法人）

７法人 国又は他類型へ

２４法人 「研究開発型」
統合

（在り方を別途検討）

強化法附則６条及び附帯決議対応

○行政刷新会議、民主党行革調査会
研究開発法人を含め独立行政法人制度の改革について検討を実施
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